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地域福祉の推進に向けた青森県民の意識に関する調査について

調査概要

青森県地域福祉支援計画【第二次】改定のための基礎資料を得ることを目的とする。目的

県内在住２０歳以上の男女1,000人ずつ計2,000人。各市町村の住民基本台帳から無作為抽出調査対象

質問紙を用いた郵送調査調査方法

令和元年１１月１日～１１月３０日調査時期

①回答者の属性、②地域との関わり、③地域の支え合いに関する考え、④様々な相談窓口、
⑤福祉教育に関する考え、⑥社会福祉法人や社会福祉協議会との関わり、⑦ボランティア活動、
⑧福祉サービスにおける権利擁護、⑨福祉・介護人材の確保育成、⑩外出するときの手段
⑪福祉に関する情報と今後の福祉のあり方

調査項目



項目 調査対象 調査のねらい 設問項目 主な設問

基本情報 － － － 性別、年齢、居住市町村、家族構成

①

住民意識
の向上

一般県民
「我が事・丸ごと」の
地域づくり推進のた
めに、住民同士あ
るいは住民が専門
機関等と協働して、
身近な課題を解決
する体制の構築に
向けて、現在の活
動の状況や活動に
対する意識を調査
する。

地域との関わり 近所づきあい、地域活動への参加状況・意向

地域の支え合い 困りごとの相談先、支援できること・支援してほし
いこと、地域の交流の場、災害時の支え合い

相談窓口 相談窓口の認知度、民生委員活動への意向

福祉教育 福祉教育の実施場所

社会福祉法人、社
会福祉協議会との
関わり

社会福祉法人とのかかわりや期待すること、社
会福祉協議会の活動の認知度や期待すること

ボランティア活動 参加状況、参加意向、ボランティアに取り組むた
めに必要なこと

②

地域環境
の変化

一般県民
高齢化や地域福祉
をめぐる環境の変
化を踏まえた施策
の見直し等を行うた
めに、地域環境の
変化に伴う県民の
生活の状況や意識
を調査する。

福祉サービスにお
ける権利擁護

福祉サービス利用に係る苦情の相談先、成年後
見制度の認知度・利用意向

福祉・介護人材の
確保育成

福祉・介護の仕事へのイメージ、福祉・介護人材
確保に係る専門機関の認知度

外出時の手段 通院等の外出手段、外出手段の変化、必要と思
う交通手段

福祉に関する情報
と今後の地域福祉
のあり方

福祉に関する情報の入手先、今後の地域福祉で
必要なこと
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指標項目、調査対象、調査のねらい等について



抽出数 回答数 回収率

2,000 1,037 51.9%
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回答状況について（問１～問３ 性別・年齢・地域）

44.9% 54.7%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性 女性 無回答

【年齢】

【性別】

【地域】

5.1% 14.1% 20.4% 21.5% 20.9% 17.6%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳 70歳以上 無回答

23.3% 20.4% 9.3% 14.6% 26.2% 5.8%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東青地域 中南地域 西北地域 上北地域 三八地域 下北地域 無回答
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回答状況について（問３～問４ 地域・家族構成）

【市・郡】

【家族構成】

76.7% 23.0%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市部 郡部 不明

11.2% 20.8% 36.9% 11.4% 11.6% 7.9%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

単身 夫婦のみ 夫婦と子、または夫婦と親（二世代） 母と子、または父と子 親・子・孫（三世代） その他 無回答



5

調査結果まとめ①（地域との関わり・支え合い、相談窓口）

○ 地域活動には４割弱が参加しているが、年代の偏りあり。⇒ 広い世代への働きかけ。
○ 相談相手や困りごとの手助けをするべき人は家族、知人・友人が中心。

⇒ 知人・友人以外の支え合いの輪を地域に広げる。
○ 困っている人への手助けを心がける人は多い。「声かけ」、「話し相手」、「除雪」はいずれも手助けできること・
してほしいこと。⇒マッチングの可能性あり。
○ 地域の交流の場の認知度が低い。⇒ 交流の場の創設、周知が必要。

地域との関わり・支え合い

○ 民生委員・児童委員、児童虐待の窓口は比較的認知度が高いが、その他は認知度が概ね低い。
⇒ 更なる周知が必要。

○ 相談窓口に期待することは、相談者の立場に立った対応、たらい回しのない対応、相談しやすい環境づくり。
○ 福祉教育は学校への期待が大。学習への意欲は高いが、学ぶ場所の認知度が低い。⇒ 場づくりと周知。
○ 社会福祉法人との関わりは福祉サービスが中心。期待する役割は質の高い福祉サービスに加え、困りごと
の相談窓口、災害時の高齢者、障害者の受け入れ。
○ 知られている社会福祉協議会の活動は共同募金、福祉サービス。期待する役割は見守り活動、福祉相談。

⇒ 社会福祉法人、社会福祉協議会には、地域における積極的な取組を期待。

様々な相談窓口
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調査結果まとめ②（ボランティア活動、成年後見制度、福祉・介護人材）

○ 参加意向のある人、ない人ほぼ半々。
○ 活動参加の壁となっているのが仕事や家事。⇒ 仕事や家事と両立できるような活動環境づくり。
○ 取り組む上で必要なことは、活動費の助成、情報、ボランティア休暇。
○ 市町村ボランティアセンターの認知度が低い。 ⇒ 更なる周知が必要。

ボランティア活動

○ 「知らない」が「知っている」をやや上回る。
○ 利用意向があるのは３割以下で、将来も利用したくない方が６割となり、その理由は「内容がわからない」。

⇒ 制度のわかりやすい周知が必要。

成年後見制度

○ 福祉・介護の仕事のイメージは、やりがいがあり、資格や専門性を活かすことができ、将来性もある一方、
給与や休暇、勤務時間等の条件が良いと思わないといったイメージがある。就職が少ない理由は仕事の大
変さと給与などの待遇の低さ。
○ 福祉・介護の仕事を選ぶ上で必要な情報は、勤務時間や休暇、給与、職場の雰囲気。

⇒ 各事業所、施設の勤務時間、休暇、給与はもとより、実際の職場の雰囲気が分かるような情報の周知。
○ 人材確保専門機関の認知度はかなり低い。⇒ 更なる周知が必要。

福祉・介護人材の確保育成
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調査結果まとめ③（外出手段、福祉に関する情報、今後の福祉のあり方）

○ 自家用車を自ら運転して外出する方が最も多い。
○ 必要な交通手段として、自家用車についで路線バスへの期待も大きい。

外出手段

○ 入手方法は、市町村広報、回覧板、新聞。⇒ これまで利用されてきた媒体が活用されている。
○ 福祉や健康について知りたい情報は、福祉サービスや健康づくりサービス（利用方法含む）。

福祉に関する情報

○ 地域での安心な生活に必要なことは、福祉や保健に関する情報の充実、交通手段の確保、ニーズに合わせ
た多様なサービスの用意。

今後の福祉のあり方



設問ごとの調査結果



8.2%

39.4%

77.5%

6.4%

10.8%

2.1%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

仲がよく、お互いの家を往き来する(N:85)

会えば立ち話をする(N:409)

顔を合わせればあいさつをする(N:804)

顔は知っているが声をかけることはない(N:66)

ほとんど顔も知らない(N:112)

その他(N:22)

無回答(N:10)

N:1037

9

地域との関わりについて（問５ 地域の人との付き合い方）

地域の人との付き合い方は、「顔を合わせればあいさつをする」が最も多く、次いで「会えば立ち話をする」、「ほと
んど顔も知らない」となっている。
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地域との関わりについて（問６ 地域活動への参加状況）

地域活動へは、４割弱が参加している。
年代が上がるにつれて参加率が高くなっている一方で、20代は参加率が21%と低くなっている。

38.2% 51.3% 10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037参加している 参加していない 無回答

39.3%

37.2%

50.0%

20.8%

33.6%

35.8%

33.6%

48.4%

43.7%

50.6%

52.2%

73.6%

57.5%

58.5%

56.1%

41.0%

37.7%

10.1%

10.6%

50.0%

5.7%

8.9%

5.7%

10.3%

10.6%

18.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(N:466)

女性(N:567)

不明(N:4)

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

参加している 参加していない 無回答
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地域との関わりについて（問６－１ 参加している地域活動）

参加している地域活動は、「一斉清掃」が最も多く、次いで「祭り」、「小中学校行事」、「資源回収」となっている。

61.4%

47.7%

20.7%

32.3%

33.1%

9.8%

4.0%

9.3%

7.6%

17.2%

1.5%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

一斉清掃

祭り

地区運動会・スポーツ大会

資源回収

小中学校行事

子ども会行事

青年会活動

老人クラブ活動

女性団体活動

防災活動

育児支援活動

その他 N:396



12

地域との関わりについて（問６－２ 地域活動に参加しない理由）

地域活動に参加していない方の理由は、「仕事を持っているので時間がない」が最も多く、次いで、「どのような活
動があるのか地域活動に関する情報がない」、「健康や体力に自信がない」となっている。

59.4%

24.1%

18.8%

20.3%

12.8%

6.4%

2.6%

1.3%

12.4%

12.4%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

仕事を持っているので時間がない

どのような活動があるのか地域活

動に関する情報がない

興味の持てる活動が見つからない

健康や体力に自信がない

家事・育児に忙しくて時間がない

家族等の介護などで時間がない

地域活動をする上での経済的な負

担が大きい

家族の理解がない

地域にあまり関わりたくない

地域活動の必要性を感じない

その他 N:532
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地域との関わりについて（問７ 地域活動への参加の意向）

「内容によっては参加したい」が最も多く、次いで「おそらく断る」、「当番制なら参加する」となっている。
全ての年代で「内容によっては参加したい」の割合が最も多くなっており、「20代」では「おそらく断る」の割合が他

年代より多くなっている。

7.8% 50.1% 13.6% 18.8%

1.9%

6.4%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に参加したい 内容によっては参加したい 当番制なら参加する おそらく断る その他 わからない 無回答

10.3%

5.8%

9.4%

4.1%

4.7%

6.3%

9.7%

13.7%

47.0%

52.9%

25.0%

41.5%

56.2%

49.1%

54.3%

49.3%

44.8%

14.2%

13.1%

25.0%

5.7%

10.3%

15.1%

13.5%

17.1%

13.1%

21.0%

16.9%

25.0%

30.2%

21.9%

23.6%

18.4%

12.4%

15.8%

1.3%

2.5%

2.7%

2.4%

0.9%

0.9%

3.8%

5.4%

7.2%

13.2%

4.1%

4.7%

6.7%

8.3%

5.5%

0.9%

1.6%

25.0%

0.7%

0.5%

2.3%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(N:466)

女性(N:567)

不明(N:4)

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

積極的に参加したい 内容によっては参加したい 当番制なら参加する おそらく断る その他 わからない 無回答



地域の支え合いに関する意識について（問８ 困りごとや不安の相談相手）

「家族」が最も多く、次いで「知人・友人」、「親戚」、「市役所や役場」となっている。

85.9%

25.8%

61.5%

10.2%

19.0%

3.4%

16.8%

4.5%

2.9%

0.5%

1.7%

1.1%

2.0%

0.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

家族

親戚

知人・友人

近所の人

市役所や役場

民生委員・児童委員

かかりつけの医者や看護師

福祉サービス事業者

社会福祉協議会

ボランティア団体

その他

相談できる人はいない

相談しない

無回答
N:1037
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地域の支え合いに関する意識について（問９ 近隣に手助けできること）

手助けできる割合が大きいのは、「声かけ」、「話し相手」、「ごみ出し」、「除雪」となっている。一方、手助けできな
い割合が大きいのは、「病気のときの看病」、「保育園や幼稚園の送迎」、「通院の付き添い」、「短時間の子どもの
預かり」、「子育ての相談」となっている。

84.8%

63.2%

42.6%

48.9%

49.9%

50.8%

50.0%

20.5%

27.6%

14.8%

17.0%

9.3%

9.4%

25.9%

43.9%

37.8%

36.4%

36.6%

37.6%

63.0%

56.1%

68.7%

66.9%

75.0%

5.9%

10.9%

13.5%

13.3%

13.8%

12.5%

12.3%

16.5%

16.3%

16.6%

16.1%

15.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

声かけ

話し相手

悩みごとや心配事の相談

ちょっとした買物

ちょっとした家事（電球交換など）

ごみ出し

除雪

短時間の子どもの預かり

子育ての相談

保育園や幼稚園の送迎

通院の付き添い

病気のときの看病

できる できない 無回答
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地域の支え合いに関する意識について（問９ 近隣に手助けしてほしいこと）

手助けしてほしい割合が大きいのは、「声かけ」、「除雪」、「話し相手」となっている。一方、手助けがいらない割
合が大きいのは、「病気の時の看病」、「通院の付き添い」、「保育園や幼稚園の送迎」、「短時間の子供の預かり」、
「ごみ出し」となっている。

46.3%

31.3%

12.3%

12.3%

11.1%

32.5%

7.5%

10.1%

6.6%

7.8%

8.1%

38.5%

52.2%

61.3%

70.4%

69.2%

71.4%

52.5%

72.2%

70.1%

73.6%

73.9%

74.0%

15.2%

16.5%

16.6%

17.3%

18.4%

17.6%

15.0%

20.3%

19.8%

19.9%

18.3%

17.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

声かけ

話し相手

悩みごとや心配事の相談

ちょっとした買物

ちょっとした家事（電球交換など）

ごみ出し

除雪

短時間の子どもの預かり

子育ての相談

保育園や幼稚園の送迎

通院の付き添い

病気のときの看病

してほしい いらない 無回答
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地域の支え合いに関する意識について（問１０ 困っている人への手助け）

「心がけているが機会がない」が最も多く、次いで「積極的に実行している」、「求められて手助けをしたことがあ
る」となっている。各年代とも機会はないものの手助けを心がけしている割合が最も大きい中で、20～30代では「積
極的に実行している」が他年代より多い一方、20代、60代では「特に何もしない」が他年代より多くなっている。

27.1% 12.0% 48.3% 3.5% 7.3%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に実行している 求められて手助けをしたことがある 心がけているが機会がない その他 特に何もしない 無回答

25.1%

28.7%

25.0%

34.0%

32.9%

27.8%

22.9%

25.3%

27.3%

14.8%

9.7%

13.2%

11.6%

10.4%

10.8%

11.5%

15.3%

44.6%

51.1%

75.0%

41.5%

46.6%

50.5%

57.0%

49.3%

37.2%

2.6%

4.2%

1.9%

1.4%

3.8%

1.8%

3.2%

7.7%

11.6%

3.9%

9.4%

6.8%

6.1%

7.2%

8.3%

7.7%

1.3%

2.3%

0.7%

1.4%

0.4%

2.3%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(N:466)

女性(N:567)

不明(N:4)

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

積極的に実行している 求められて手助けをしたことがある 心がけているが機会がない その他 特に何もしない 無回答 17



地域の支え合いに関する意識について（問１１ 困りごとを手助けする人）

「その人の家族」が最も多く、次いで「行政機関（市役所や役場）」、「福祉のサービスを提供する施設・事業者」、
「地域の住民」となっている。

87.8%

20.8%

52.3%

8.3%

28.7%

3.1%

11.1%

9.2%

2.3%

1.9%

2.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その人の家族

地域の住民

行政機関（市役所や役場）

社会福祉協議会

福祉のサービスを提供する施設・事業者

ボランティア団体

民生委員・児童委員

町内会・自治会

その他

わからない

無回答 N:1037

18



地域の支え合いに関する意識について（問１２ 地域の交流の場）

「高齢者」の交流の場の認知度が最も多く、次いで「誰でも集まれる場」、「子育て中の親子」となっている。一方
「交流の場はない・わからない」が５割を超えている。

28.9%

3.4%

12.0%

4.4%

17.9%

55.4%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者

認知症の方や家族向け

子育て中の親子

障害者

誰でも集まれる場

交流の場はない・わからない

無回答 N:1037

19



20

地域の交流の場について年代別に見ると70歳未満の年代で「交流の場はない・わからない」の割合が最も高く、
年代が下がるほどにその割合が高くなっている。すべての年代で知っている交流の場は「高齢者」が最も多く、次
いで「誰でも集まれる場」となっている。

11.3%

1.9%

11.3%

3.8%

9.4%

75.5%

0.0%

24.7%

3.4%

20.5%

4.1%

15.1%

60.3%

0.7%

23.6%

3.3%

11.3%

4.7%

12.3%

63.2%

3.3%

28.3%

1.8%

10.8%

4.0%

13.9%

63.2%

2.2%

34.1%

3.7%

9.7%

4.1%

23.0%

48.4%

5.1%

38.8%

5.5%

10.4%

5.5%

28.4%

35.0%

9.8%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

66.7%

33.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

高齢者 認知症の方や家族向け 子育て中の親子 障害者 誰でも集まれる場 交流の場はない・わからない 無回答

【地域の交流の場の認知度：年代別】

20-29歳(N:53) 30-39歳(N:146) 40-49歳(N:212) 50-59歳(N:223) 60-69歳(N:217) 70歳以上(N:183) 不明(N:3)



地域の交流の場の認知度について市・郡別に見ると、交流の場を知っている割合は、郡部が市部より高くなって
いる。

25.7%

2.5%

9.8%

4.2%

16.7%

60.5%

3.8%

39.9%

6.3%

19.3%

5.5%

21.8%

44.5%

5.0%

25.0%

25.0%

50.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢者

認知症の方や家族向け

子育て中の親子

障害者

誰でも集まれる場

交流の場はない・わからない

無回答

【地域の交流の場の認知度：市・郡別】

市部(N:795) 郡部(N:238) 不明(N:4)

21



地域の支え合いに関する意識について（問１３ 災害時の支え合い）

「地域の一人暮らし高齢者などがどこに住んでいるかがわかる地図の作成」が最も多く、次いで「自主防災組織
づくり（地域住民で結成する防災隊）」、「災害・防災や避難についての勉強会」、「福祉サービスを提供する施設や
事業者との連携」となっている。

41.1%

47.1%

31.0%

35.2%

34.4%

3.5%

11.1%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自主防災組織づくり（地域住民で結成する防災隊）

地域の一人暮らし高齢者などがどこに住んでいるかがわかる地図の作成

地域での定期的な避難訓練

災害、防災や避難についての勉強会

福祉サービスを提供する施設や事業者との連携

その他

わからない

無回答 N:1037

22



様々な相談窓口について（問１４ 民生委員・児童委員、身体障害者相談員、
知的障害者相談員、地域包括支援センターの認知度）

民生委員・児童委員は、「知っている」が半数以上となっている一方で、「知らない」も４割以上となっている。
「地域包括支援センター」は６割以上、「身体障害者相談員」、「知的障害者相談員」は７割以上が「知らない」となっ

ている。

52.4%

17.7%

16.5%

32.3%

44.3%

74.5%

75.4%

60.9%

3.4%

7.7%

8.1%

6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民生委員・児童委員

身体障害者相談員

知的障害者相談員

地域包括支援センター

N:1037知っている 知らない 無回答

23



「児童虐待」の相談窓口は、「知っている」が「知らない」を上回っている。一方、「自殺対策」、「障害者虐待」、「高齢
者虐待」、「ドメスティックバイオレンス」、「女性相談」、「生活困窮者自立相談窓口」、「ひきこもり」の相談窓口は、「知
らない」が「知っている」を上回っている。

様々な相談窓口について（問１５ 各種相談窓口の認知度）

36.9%

53.9%

27.1%

26.2%

36.5%

35.1%

46.7%

26.2%

56.2%

40.0%

65.6%

66.8%

56.2%

57.1%

47.6%

66.3%

6.8%

6.1%

7.3%

6.9%

7.2%

7.8%

5.7%

7.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自殺対策のため相談窓口

児童虐待の相談窓口

障害者虐待の相談窓口

高齢者虐待の相談窓口

ドメスティックバイオレンスの相談窓口

女性相談の窓口

生活の困りごとや悩みごとの相談窓口

（生活困窮者自立相談窓口）

ひきこもりの相談窓口

N:1037
知っている 知らない 無回答

24



「適切な対応」が最も多く、次いで「ＰＲ活動」、「迅速な行動」となっている。

様々な相談窓口について（問１６ 相談窓口に期待すること）

区分 意見概要

適切な対応 ・どんなに些細なことでも真剣に相談を聞い
て、親身になって話を聞き、解決方法を一
緒に考えてほしい。

・相談した事柄が途中でうやむやにならぬ
よう、最後まで解決策を考えてほしい。

ＰＲ活動 ・相談窓口があるということを多くの人に
知ってもらい、気軽に利用できる工夫をして
ほしい。

プライバシー
保護

・役所だと、知人が勤めている場合がある
ので顔が見えないようにとか、匿名で相談
できる場があれば良いと思う。

その他 ・生活していくための具体的なアドバイス

・児童虐待の場合、虐待している保護者の
言うことを聞いて手遅れにならないようにす
ること。

【主な意見】

59.4%

16.4%

9.6%

5.7%

2.8%

2.5%

2.5%
0.7% 0.4%

N:281

適切な対応 PR活動 迅速な行動

プライバシー厳守 高齢者 自立支援

児童 ひきこもり 障害者

25



「知っている」が約３分の２となっている。年代が上がるにつれて「知っている」の割合が高くなっており、「70歳以上」

が最も高くなっている。

様々な相談窓口について（問１７ 地域の民生委員・児童委員の認知度）

65.6% 33.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037知っている 知らない 無回答

59.9%

70.2%

75.0%

26.4%

50.7%

53.8%

68.6%

77.9%

84.2%

38.8%

29.1%

25.0%

71.7%

48.6%

45.3%

30.9%

21.7%

13.7%

1.3%

0.7%

1.9%

0.7%

0.9%

0.4%

0.5%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(N:466)

女性(N:567)

不明(N:4)

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

知っている 知らない 無回答

26



1.5%

51.3%

21.0%

7.3%

3.7%

16.3%

21.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

やりがいがなさそうだから

大変そうだから

何をやっているかわからな

いから

怖い思いをしそうだから

報酬がもらえないから

特に理由はない

その他
N:723

やってみたいと思わない理由

27

「やってみたいと思う」が4%に対し、「思わない」が70%となっている。

やってみたいと思う理由は、「困っている人のために必要だから」が最も多くなっている。一方、やってみたいと思わ
ない理由は、「大変そうだから」が最も多く、次いで「何をやっているかわからないから」となっている。

様々な相談窓口について（問１８ 民生委員・児童委員をやってみたいか）

4.1% 70.8% 24.4%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037思う 思わない わからない 無回答

32.4% 5.4% 54.1%

2.7%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N:37

やってみたいと思う理由

人の役に立ちたいから やりがいを感じるから

困っている人のために必要だから 何となく

その他



福祉教育に関する意識について（問１９ 子どもへの福祉教育）

「学校で学ぶ」が最も多く、次いで「地域の活動などを通じて学ぶ」、「家庭で親から学ぶ」となっている。

66.6%

37.0%

47.5%

19.6%

4.2%

0.3%

0.8%

2.7%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

学校で学ぶ

家庭で親から学ぶ

地域の活動などを通じて学ぶ

生活していく中で自然に身につく

テレビやラジオなどから学ぶ

必要ない

その他

わからない

無回答
N:1037

28



14.0% 14.1% 70.7%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037ある ない わからない 無回答

29

福祉教育に関する意識について（問２０ 各種福祉の学習への意欲）

学ぶ場が「ある」、「ない」ともに１割程度となっており、「わからない」が約７割となっている。

58.1% 39.5% 2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037思う 思わない 無回答

福祉教育に関する意識について（問２１ 身近な地域での福祉学習の場）

学びたいと「思う」が半数以上となっている一方、「思わない」も４割弱となっている。

前回と同様の傾向



5.5%

29.3%

11.0%

9.1%

10.6%

3.6%

10.6%

36.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

あなた自身が、社会福祉法人が行う福祉サービス（ホームヘルプサービス

など）を利用している

あなたの家族が、社会福祉法人が行う福祉サービスを利用している

あなたが、社会福祉法人の運営する社会福祉施設に勤めている

あなたの家族が、社会福祉法人が運営する社会福祉施設等に勤めている

社会福祉施設が行う夏祭りなどの行事に参加している

社会福祉施設でボランティア活動をしている

その他

かかわりがない

N:582

社会福祉法人との関わり

前回とほぼ同様の傾向であるが、
「あなたが、社会福祉法人の運営する
社会福祉施設に勤めている」が
5.7%→11.0%と増加
（職業は対象者抽出条件に入っていない。）

30

社会福祉法人との関わりについて（問２２ 社会福祉法人の認知度）

「知っている」が56%と「知らない」を上回っている。知っている方の社会福祉法人との関わりは、「あなたの家族が、
社会福祉法人が行う福祉サービスを利用している」が最も多く、次いで「あなたが、社会福祉法人の運営する社会
福祉施設に勤めている」となっている。また、知っているものの、「かかわりがない」が37%となっている。

56.1% 42.4%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037知っている 知らない 無回答



「ホームヘルプサービスなど質の良い福祉サービスの提供」が最も多く、次いで「災害時の高齢者・障害者の受け
入れ」、「福祉の困りごとについての相談窓口」となっている。

社会福祉法人との関わりについて（問２３ 社会福祉法人に期待すること）

59.4%

17.5%

19.5%

7.6%

13.2%

34.0%

34.5%

26.6%

1.8%

5.5%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ホームヘルプサービスなど質の良い福祉サービスの提供

地域への社会福祉施設の開放

地域住民の交流の場の提供

ボランティアの受け入れ

雇用の場

福祉の困りごとについての相談窓口

災害時の高齢者・障害者の受け入れ

福祉・介護人材の育成

その他

期待することはない

無回答 N:1037

31



社会福祉協議会との関わりについて（問２４ 社会福祉協議会の認知度）

「知らない」が51%と「知っている」を上回っている。知っている方の関わりは、「共同募金運動」が最も多く、次いで
「福祉に関する相談事業」、「福祉サービス事業（ホームヘルパー等）」、「福祉意識の啓発活動」となっている。

48.0% 50.5%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N:1037

知っている 知らない 無回答

32.9%

16.9%

47.8%

47.2%

30.7%

56.4%

14.5%

18.9%

26.1%

15.3%

26.1%

20.1%

30.9%

23.7%

30.1%

22.3%

7.4%

5.4%

17.1%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

福祉意識の啓発活動

地域福祉活動計画の策定

福祉に関する相談事業

福祉サービス事業（ホームヘルパー等）

社会福祉大会・ふれあい広場

共同募金運動

福祉教育活動

生活福祉資金貸付事業

日常生活自立支援事業

サロン活動

子育て支援活動

福祉・介護の人材養成・研修事業

広報誌の発行

ボランティア活動の振興

民生委員・児童委員の活動支援

福祉サービスに関する苦情相談窓口

社会福祉事業者の経営支援

福祉の無料職業紹介

福祉安心電話

その他 N:498

32



35.7%

20.3%

26.2%

8.3%

6.8%

9.2%

6.0%

6.5%

41.8%

19.8%

18.0%

1.4%

11.9%

3.0%

5.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

福祉に関する相談の充実

福祉・介護人材の養成・研修

福祉に関する情報の発信

高齢者や障害者等の権利擁護

ボランティアの育成支援

住民の交流の場（サロン）づくり

福祉教育

苦情解決窓口

一人暮らし高齢者や障害者の見守り

福祉サービス（ホームヘルパー等）

地域住民と行政や専門機関とのつなぎ

その他

わからない

期待することはない

無回答 N:1037

33

「一人暮らし高齢者や障害者の見守り」が最も多く、次いで「福祉に関する相談の充実」、「福祉に関する情報の
発信」となっている。

社会福祉協議会との関わりについて（問２５ 社協に期待すること）



11.4%

10.4%

25.0%

13.2%

4.8%

7.5%

7.6%

14.3%

19.1%

37.3%

39.9%

25.0%

28.3%

45.2%

43.4%

39.5%

42.9%

25.7%

50.2%

47.6%

25.0%

58.5%

48.6%

48.6%

52.0%

40.6%

50.8%

1.1%

2.1%

25.0%

1.4%

0.5%

0.9%

2.3%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性(N:466)

女性(N:567)

不明(N:4)

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

参加している 参加していないが、今後参加したい 参加していないし、今後も参加しない 無回答

34

ボランティア活動について（問２６ 参加状況）

「参加している」が11%、「参加していないが、今後参加したい」が39%に対し、「参加していないし、今後も参加しな
い」が49%となっている。年代別に見ると、30代、40代、60代は「参加している」、「参加したい」の合計が「参加しな
い」を上回る一方、20代、50代、70歳以上は逆に「参加しない」が「参加している」、「参加したい」を上回っている。

10.9% 38.7% 48.7%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037参加している 参加していないが、今後参加したい 参加していないし、今後も参加しない 無回答



23.9%

9.9%

20.4%

6.4%

7.2%

31.5%

28.8%

3.5%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40%

高齢者関係

障害者関係

子育て関係

保健医療関係

青少年関係

環境関係

災害関係

その他

まだ決めていない
N:514

参加している（したい）活動分野

35

ボランティア活動について（問２６ 参加のきっかけ、分野）

参加のきっかけは、「自分たちのために必要な活動だから」が最も多く、次いで「人の役に立ちたいから」、「困っ
ている人や団体に頼まれたから」となっている。参加している（したい）活動分野は、「環境関係」が最も多く、次いで
「災害関係」、「高齢者関係」となっている。

30.1%

23.0%

37.2%

39.8%

11.5%

13.3%

13.3%

7.1%

13.3%

2.7%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

困っている人や団体に頼まれた

から

友人や家族などに誘われたから

人の役に立ちたいから

自分たちのために必要な活動だ

から

楽しそうだから

余暇を有効に活用したいから

趣味や特技を生かしたいから

学校の授業などで機会があった

から

付き合い上やむをえず

何となく

その他 N:113

参加のきっかけ

前回は、「高齢者関係」、
「災害関係」、「子育て関係」
の順



ボランティア活動について（問２６ 参加しない理由）

「仕事や家事などが忙しくて時間が取れないから」が最も多く、次いで「自分の健康に自信がないから」、「育児や
介護を必要とする家族がいて余裕がないから」となっている。

19.6%

53.3%

35.6%

15.2%

9.9%

7.9%

7.1%

10.3%

17.8%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

育児や介護を必要とする家族がいて余裕がないから

仕事や家事などが忙しくて時間がとれないから

自分の健康に自信がないから

人と接するのが好きではないから

活動に費用がかかるから

一度始めるとやめられなくなりそうだから

活動したいと思っているが、きっかけがないから

身近に活動できる場所やグループがない（知らない）から

ボランティア活動にあまり興味がないから

その他 N:505
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ボランティア活動について（問２７ 取り組むために必要なこと）

「交通費などの活動費用の補助」が最も多く、次いで「情報提供」、「ボランティア休暇等の配慮」となっている。

41.9%

27.9%

16.0%

23.4%

17.4%

20.2%

36.9%

2.0%

12.4%

6.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

交通費などの活動費用の補助

ボランティア休暇等の配慮

学校教育での活動

相談や拠点づくり

地域で子どものボランティア活動の活発化

研修による人材養成

情報提供

その他

わからない

無回答 N:1037

37



44.8%

7.0%

3.6%

32.7%

65.7%

9.7%

2.4%

8.0%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

仕事

町内会

老人クラブ

スポーツ

趣味・サークル

ボランティア

その他

何もしていない

無回答
N:746 38

ボランティア活動について（問２８ ボランティアセンターの認知度）

９割近くが「知らない」となっている。

9.7% 88.3%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037知っている 知らない 無回答

ボランティア活動について
（問２９ 高齢になってもやりたいこと・65歳未満）

「趣味・サークル」が最も多く、次いで「仕事」、「スポーツ」となっている。 前回と同様の傾向



42.0%

22.2%

6.2%

0.0%

2.5%

1.2%

39.5%

11.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

サービス事業者に直接申し出た

市町村や県などの行政機関に相談した

民生委員・児童委員など地域の相談者に相談した

国保連合会の苦情相談窓口に相談した

福祉サービス運営適正化委員会に相談した

弁護士に相談した

サービスを利用する側なので相談せずあきらめた

その他 N:81
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福祉サービスにおける権利擁護について（問３０ サービス利用時の疑問等）

「ある」が8%、「ない」が25%、「福祉サービスを利用したことがない」が63%となっている。

7.8% 24.8% 63.0% 4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037ある ない 福祉サービスを利用したことがない 無回答

福祉サービスにおける権利擁護について（問３０－１ 疑問等への対処）

「サービス事業者に直接申し出た」が最も多く、次いで「サービスを利用する側なので相談せずあきらめた」、「市
町村や県などの行政機関に相談した」となっている。



48.1% 50.1%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037知っている 知らない 無回答
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福祉サービスにおける権利擁護について（問３１ 第三者委員会の認知度）

「知らない」が８割以上となっている。

福祉サービスにおける権利擁護について（問３２ 成年後見制度の認知度）

「知らない」が「知っている」を上回っている。

15.7% 81.4% 2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037知っている 知らない 無回答



福祉サービスにおける権利擁護について（問３３ 成年後見制度の利用意向）

「利用していないし、将来も利用したくない」が６割となっており、「利用していないが、将来利用したい」を上回って
いる。現在利用している方は1%未満となっている。

福祉サービスにおける権利擁護について
（問３３－１ 成年後見制度を利用しない理由）

「内容がわからないから」が最も多く、次いで「人の世話になりたくないから」となっている。

0.6%

26.1% 60.0% 13.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037利用している 利用していないが、将来利用したい 利用していないし、将来も利用したくない 無回答

63.0%

9.3%

20.6%

9.8%

15.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

内容がわからないから

利用したいが誰に相談すれば良いかわからないから

人の世話になりたくないから

お金がかかるから

その他 N:622
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22.0%

3.7%

12.2%

18.2%

2.1%

25.2%

2.6%

18.3%

28.2%

9.3%

22.1%

26.9%

4.1%

38.3%

4.4%

27.4%

32.3%

51.4%

32.3%

33.4%

25.7%

19.5%

29.0%

27.8%

7.1%

18.1%

18.2%

8.4%

32.0%

6.1%

32.3%

11.3%

3.9%

9.5%

7.3%

5.1%

27.7%

3.4%

23.8%

8.1%

6.6%

8.0%

7.8%

8.0%

8.3%

7.6%

7.8%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

やりがいがある

職場の雰囲気がよい

社会的な評価が高い

就職先に困らない

給料や休みの条件がよい

資格や専門性が生かせる

勤務時間等の条件がよい

将来性がある

思う やや思う どちらともいえない あまり思わない 思わない 無回答
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福祉・介護人材の確保育成について（問３４ 福祉や介護の仕事への意識）

「思う」、「やや思う」の合計の割合は「資格や専門性が生かせる」が最も多く、次いで「やりがいがある」、「将来性
がある」となっている。一方、｢あまり思わない｣、「思わない」の合計の割合は「給料や休みの条件がよい」が最も多
く、次いで「勤務時間等の条件がよい」、「職場の雰囲気がよい」となっている。



福祉・介護人材の確保育成について（問３５ 福祉関係の就職が少ない理由）

「仕事の大変さ」が最も多く、次いで「給料などの待遇面」、「福祉への理解・関心の低さ」となっている。

13.1%

71.0%

83.2%

5.2%

2.0%

0.5%

2.7%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

福祉への理解・関心の低さ

給料等の待遇面

仕事の大変さ

将来の見通しが見えない

その他

就職希望者が少ないとは思わない

わからない

無回答 N:1037
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0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

不明(N:3)
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福祉・介護人材の確保育成について
（問３６ 福祉・介護の仕事を選ぶときに必要な情報）

「勤務時間や休暇などの労働条件」が最も多く、次いで「給与の条件」、「職場の雰囲気」となっている。年代別で
は、20代で「給与の条件」の割合が、60代で「勤務時間や休暇などの労働条件」の割合が、それぞれ他年代より高
くなっている。

5.1% 23.3% 31.3% 3.7%

1.9%

9.2% 2.8% 22.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037やりがい 給与の条件 勤務時間や休暇などの労働条件 社会保険や福利厚生 職場での研修やキャリアアップ 職場の雰囲気 その他 無回答



45

福祉・介護人材の確保育成について（問３７ 人材確保専門機関の認知度）

「青森県福祉人材センター」、「青森県地域医療支援センター」、「青森県保育士・保育所支援センター」のいずれ
も、「知らない」が「知っている」を大きく上回っている。

26.0%

21.3%

11.8%

69.3%

73.0%

82.0%

4.6%

5.7%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

青森県福祉人材センター

青森県地域医療支援センター

青森県保育士・保育所支援センター

N:1037知っている 知らない 無回答



外出するときの手段について（問３８ 通院、買物、役場等への外出手段）

「自家用車で自分が運転」が最も多く、次いで「徒歩」、「自家用車で家族が運転」、「路線バス」となっている。

36.0%

15.2%

77.2%

25.5%

3.3%

3.5%

2.3%

3.8%

14.8%

1.0%

8.1%

0.7%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

徒歩

自転車

自家用車で自分が運転

自家用車で家族が運転

別居の家族が送迎

知人友人が送迎

バイク・原付

電車

路線バス

役場や病院などの送迎バス

タクシー

その他

無回答 N:1037
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25.7%

71.2%

27.5%

2.6%

11.1%

16.3%

1.7%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

家族の送迎

自家用車

路線バス

電車

タクシー

役場や病院などの送迎バス

その他

無回答
N:1037
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外出するときの手段について（問３９ 外出手段の変化）

「変わった」が8%、「変わらない」が89%となっている。

8.2% 89.4% 2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037変わった 変わらない 無回答

外出するときの手段について（問４０ 必要な外出手段）

「自家用車」が最も多く、次いで「路線バス」、「家族の送迎」となっている。



福祉に関する情報について（問４１ 福祉に関する情報の入手方法）

「市町村の広報」が最も多く、次いで「回覧板」、「新聞」となっている。

61.2%

15.0%

3.5%

4.1%

28.7%

14.2%

27.4%

23.3%

5.6%

15.5%

18.3%

18.7%

0.7%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

市町村の広報

社会福祉協議会の広報

民生委員・児童委員

隣近所

回覧板

病院や施設

新聞

テレビやラジオ

書籍や雑誌

家族や友人

インターネット

特に入手していない

その他

無回答 N:1037
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32.8%

18.9%

41.6%

27.9%

27.8%

5.6%

17.9%

17.0%

0.7%

14.5%

3.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

健康づくりについてのサービスの情報

子育てについてのサービスの情報

高齢者や障害者が利用できる福祉サービスの情報

福祉や健康についてのサービス利用方法の情報

介護保険や福祉のサービス提供業者のサービス内容の情報

ボランティア活動やＮＰＯ法人などの市民活動の情報

健康づくりや生きがいづくりのための学習機会（講座や教室）の情報

高齢者や障害者が生活しやすい住宅や福祉機器の情報

その他

特にない

無回答
N:1037
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福祉に関する情報について（問４２ 福祉や健康について知りたい情報）

「高齢者や障害者が利用できる福祉サービスの情報」が最も多く、次いで「健康づくりについてのサービスの情
報」、「福祉や健康についてのサービス利用方法の情報」となっている。



福祉に関する情報について（問４３ 適切な福祉サービスが受けられる体制）

体制が整っていると「感じない」が「感じる」を上回っている。
60代以上及び郡部では、「感じる」が「感じない」を上回っている。一方、60代未満及び市部では、「感じない」が

「感じる」を上回っている。

13.7% 19.9% 64.2%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N:1037感じる 感じない わからない 無回答

10.4%

24.4%

25.0%

20.0%

19.3%

25.0%

67.5%

53.8%

25.0%

2.0%

2.5%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市部(N:795)

郡部(N:238)

不明(N:4)

【市・郡別】

感じる 感じない わからない 無回答
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11.3%

8.9%

6.1%

9.0%

21.7%

23.5%

26.4%

21.9%

16.5%

20.6%

18.0%

21.3%

58.5%

69.2%

77.4%

69.5%

58.1%

48.1%

3.8%

0.9%

2.3%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(N:53)

30-39歳(N:146)

40-49歳(N:212)

50-59歳(N:223)

60-69歳(N:217)

70歳以上(N:183)

【年代別】

感じる 感じない わからない 無回答



34.1%

32.3%

12.8%

11.4%

11.3%

10.3%

3.7%

9.0%

1.0%

14.6%

11.1%

33.8%

12.6%

20.3%

28.4%

2.5%

4.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

福祉や保健に関する情報提供を充実させる

支援を必要とする人の多様なニーズに応えられるような豊富な種類のサービスを用意する

福祉や保健に関するサービスを提供する事業者を増やす

地域における福祉や保健に関する活動の中心となる人材（地域福祉のリーダー）を育てる

住民間の調整や住民と関係団体とをつなぐ人材（地域福祉のコーディネーター）を育てる

福祉に関する困りごとや虐待などについて相談できる窓口を増やす

福祉や保健に関するボランティア活動を活発にする

地域福祉活動や住民の交流の拠点となる場所（サロン）を増やす

地域福祉活動を支えるための会費や寄付を募る

学校などでの福祉や保健に関する教育を充実させる

多くの住民が福祉や保健に関する関心を高められるような啓発を行う

通院や買物がしやすいように交通手段を確保する

道路・商店・病院・公共施設・公共交通機関などのバリアフリー化を進める

地域での支え合いや見守り活動を充実させる

地震、台風、津波などに対する防災と被災後の対策をしっかり行う

その他

無回答
N:1037
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今後の福祉のあり方について（問４４ 地域での安心な生活に必要なこと）

「福祉や保健に関する情報提供を充実させる」が最も多く、次いで「通院や買物がしやすいように交通手段を確保
する」、「支援を必要とする人の多様なニーズに応えられるような豊富な種類のサービスを用意する」となっている。


